
（単位：千円）

分　類 事　項　名 子ども・福祉部職員費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 2,502,661 ） （ △ 10,401 ） （ △ 10,401 ）

2,713,553 △ 10,401 △ 10,401

子ども・福祉部関係人件費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
人件費計 （ 2,502,661 ） （ △ 10,401 ） （ △ 10,401 ）

2,713,553 △ 10,401 △ 10,401

令和５年度２月補正予算額事項別一覧

（一般会計）

説　明 子ども・福祉部職員に係る給与費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度給付費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 9,192,552 ） （ 91,720 ） （ 91,720 ）

9,192,552 91,720 91,720

１．子どものための教育・保育給付費 9,029,205 → 9,158,463

２．子育てのための施設等利用給付費 163,347 → 125,809

分　類 事　項　名 児童手当費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 4,318,466 ） （ △ 160,561 ） （ △ 160,561 ）

4,318,466 △ 160,561 △ 160,561

児童手当の額

児童手当の額
３歳未満 １人当たり月額15,000円

３歳以上小学校修了前
・第１子・第２子 １人当たり月額10,000円
・第３子以降 １人当たり月額15,000円

中学生 １人当たり月額10,000円

所得制限以上の者 １人当たり月額 5,000円
(0歳から中学生)

子どものための教育・保育給付（施設型給付費及び地域型保育給付費等）の県
負担分

説　明

児童手当法に基づき、市町村が児童手当を支給するために要する経費の県負担分

子ども・子育て支援法に基づく、子どものための教育・保育給付及び子育てのための施
設等利用給付の県負担分に要する経費

子育てのための施設等利用給付の県負担分

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童扶養手当費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 206,069 ） （ 6,524 ） （ 6,524 ）

309,103 9,786 9,786

支給額（月額）
全部支給 43,070円
一部支給 43,060円～10,160円
第２子加算 10,170円～  5,090円
第３子以降加算   6,100円～  3,050円

分　類 事　項　名 自立支援給付費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 11,457,171 ） （ 213,788 ） （ 213,788 ）

11,457,171 213,788 213,788

１．介護給付費 5,626,908 → 5,771,426

２．訓練等給付費 4,720,545 → 4,832,657

３．自立支援医療費 706,693 → 695,687

４．療養介護医療費 122,660 → 105,148

児童扶養手当法に基づき、実質的に父又は母のいない児童を監護している母又は父
等に支給される児童扶養手当の支給に要する経費

身体機能の回復訓練や生活訓練、就労に必要な訓練・支援を受けた際の費用
の全部又は一部を支給

障害のある人が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な福祉
サービス等を給付するために要する経費の県負担分

身体障害のある人（子ども）の機能回復のために必要な医療に要する費用の全
部又は一部を支給

常時、医療と介護を要する者であって、病院その他の施設で提供される医療に
係る費用の全部又は一部を支給

日常生活を営む上で必要な介護サービスを受けた際の費用の全部又は一部を
支給

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
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５．補装具給付費 90,054 → 82,448

６．地域相談支援給付費 10,541 → 17,285

７．計画相談支援給付費 179,770 → 166,308

分　類 事　項　名 生活保護費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 222,423 ） （ 20,600 ） （ 20,600 ）

725,384 72,148 72,148

１．生活保護費 589,492 → 658,637

２．居住地不明分負担金等 135,892 → 138,895

生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最
低限度の生活を保障し、その自立を助長するための経費

被保護者の生活を保障するための生活扶助費、医療扶助費等を支給するため
の経費

居住地が明らかでない被保護者に対して市町村が支払った保護費等の一部を
負担するための経費、自活できない被保護者が保護施設に入所した場合の費用
を施設へ支給するための経費等

身体機能を補って、生活しやすくするために必要な用具の購入・修理に係る費用
の全部又は一部を支給

説　明

単身で地域生活を営む障害のある人等を対象に、２４時間の相談支援を受けた
際の費用等を支給

支給決定時のサービス等利用計画の作成や支給決定後のサービス等利用計画
の見直し費用を支給

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 後期高齢者医療費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 29,820,741 ） （ 430,010 ） （ 430,010 ）

29,820,741 430,010 430,010

１．療養給付費県負担金 23,619,991 → 23,841,786

２．基盤安定事業負担金 4,635,202 → 4,451,387
・低所得者支援

・被扶養者支援

３．高額医療費負担金 1,565,548 → 1,957,578

分　類 事　項　名 介護給付費負担金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 30,071,096 ） （ △ 107,203 ） （ △ 107,203 ）

30,071,096 △ 107,203 △ 107,203

１．介護給付費負担金 27,963,520 → 27,870,874

２．地域支援事業県交付金 1,454,414 → 1,435,841
地域支援事業（介護予防等の事業）に要する費用の県負担金

３．低所得者保険料軽減負担金 653,162 → 657,178

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）が行う介護給付及び地域支援事業等に係る経
費の県負担分

介護給付に要する費用の県負担金

低所得者（世帯非課税対象者）に係る第１号保険料の本人負担軽減に要する費
用の県負担金

高額な医療費の発生による広域連合の財政リスクの緩和を図るため、高額な医
療費のうち公費と保険料で賄うべき部分の費用負担

低所得者の保険料負担の軽減に要する経費

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う
医療給付及び保険料軽減等に係る経費の県負担分

後期高齢者医療に係る保険給付に要する費用の県負担分

後期高齢者医療制度に加入することによって新たに保険料負担が生じることとな
る者への激変緩和を図るための保険料軽減に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 国民健康保険費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 16,414,965 ） （ △ 283,414 ） （ △ 283,414 ）

16,414,965 △ 283,414 △ 283,414

１．岡山県国民健康保険事業特別会計繰出金

(1)保険給付費等負担金 8,847,301 → 8,773,204

(2)高額医療費共同事業負担金 1,499,924 → 1,513,268

(3)特定健康診査・保健指導負担金 173,133 → 165,990

(4)保険者業務費（職員費） 57,384 → 53,469
 国民健康保険の保険者の業務を行う職員の給与費

２．保険基盤安定事業等負担金 5,837,223 → 5,625,620
(1)保険基盤安定事業負担金

・保険料軽減分

・保険者支援分

(2)未就学児均等割保険料負担金

(3)産前産後保険料負担金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 105,688,133 ） （ 211,464 ） （ 211,464 ）

107,261,855 266,274 266,274

保険料（税）軽減の対象となった低所得者数に応じて保険料（税）の一定割合を
補填するための費用負担

未就学児に係る均等割保険料（税）軽減相当分の補填に要する費用負担

社会保障
関係費計

国民健康保険の高額医療費における負担緩和を図るための費用の一部負担

被保険者の保険料（税）軽減相当分の補填に要する費用負担

出産する被保険者に係る産前産後期間の保険料（税）軽減相当分の補填に要す
る費用負担

国民健康保険法に基づき、保険者（市町村）が行う医療給付及び保険料軽減等に係る
経費の県負担分

説　明

国民健康保険事業の実施に関する収入支出の管理は、特別会計で行うが、保
険給付費等負担金等、県が負担すべき経費として一般会計から特別会計に繰
出す経費

国民健康保険の財政安定化を図るための保険給付費等の一部負担

市町村が実施する特定健康診査・保健指導に要する費用の一部負担

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 原爆被爆者対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 881 ） （ △ 389 ） （ △ 389 ）

389,654 △ 18,242 △ 18,242

１．手当金 383,152 → 364,910

分　類 事　項　名 災害救助基金積立金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 0 ） （ 41,545 ） （ 41,545 ）

184 42,092 42,092

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
義　務 （ 50,000 ） （ 173,204 ） （ 173,204 ）

50,000 2,492,512 2,492,512

国庫支出金の精算に伴う返納に要する経費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 51,855 ） （ 214,360 ） （ 214,360 ）

441,696 2,516,362 2,516,362
義務的 既定予算額 補正協議額 補正予算額
経費 （ 108,242,649 ） （ 415,423 ） （ 415,423 ）

分類計 110,417,104 2,772,235 2,772,235

その他計

説　明

説　明

災害救助法の規定に基づき、救助の実施に係る費用の財源として、県に設置した災害
救助基金への積立てに要する経費

説　明

原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給に要する費
用

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館管理運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 137,859 ） （ 0 ） （ 0 ）

148,500 11,698 11,698

分　類 事　項　名 視覚障害者福祉センター運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 11,784 ） （ 0 ） （ 0 ）

23,567 369 369

分　類 事　項　名 生活保護システム等運営費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 5,391 ） （ 1,655 ） （ 1,655 ）

5,391 10,213 10,213

生活保護システム等の運営に要する経費

分　類 事　項　名 生活困窮者自立支援推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 6,872 ） （ △ 1,201 ） （ △ 1,201 ）

26,020 △ 4,404 △ 4,404

生活困窮者自立相談支援を行うために要する経費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
運営費計 （ 713,436 ） （ 454 ） （ 454 ）

817,498 17,876 17,876

説　明

説　明

説　明
視覚障害者センターの管理運営に要する経費

説　明

総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館、福祉相談センター及び聴覚障害者センターの管
理運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 社会福祉事業助成費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 125,856 ） （ △ 18,144 ） （ △ 18,144 ）

186,956 △ 18,144 △ 18,144

１．重層的支援体制整備事業費 20,211 → 24,230

２．福祉施策推進諸費 29,163 → 7,000

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 16,898 ） （ 12,626 ） （ 12,626 ）

25,510 122,422 122,422

１．介護福祉士等修学資金貸付事業費 1,274 → 127,530

２．外国人介護福祉士候補者受入施設 7,036 → 3,202
学習支援事業費

分　類 事　項　名 災害救助対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 2,142 ） （ 92 ） （ 92 ）

2,142 2,074 2,074

１．平成30年７月豪雨災害援護資金 361 → 453
利子補給補助事業費

２．令和４年台風第15号による災害に係る 0 → 1,982
災害救助関連事業費（県内市町村分）

福祉施策の推進に要する経費

平成30年７月豪雨災害に係る災害援護資金に対して、利子補給を行った市町村へ
の利子補給補助のための経費

被災地で救助活動に従事した県内市町村に対し、要した費用を弁償するための経費

説　明

介護福祉士等養成施設の在学者に貸し付けた修学資金等の管理及び新規貸付に
要する経費

経済連携協定に基づき、事業所が受け入れている外国人介護福祉士候補者の就労
上必要な日本語能力向上や、資格取得に要する研修の実施に必要な経費に対する
補助

説　明

地域共生社会の実現に向けた介護・障害・子ども等各分野に渡る重層的支援体制整
備事業について、市町村が行う多機関協働事業に対する補助及び市町村の体制構
築に係る後方支援に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 子どもを健やかに生み育てる活動推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 179,089 ） （ △ 68,867 ） （ △ 68,867 ）

255,661 30,072 30,072

１．子どもがいきいき環境づくり事業費 17,967 → 17,967

２．地域少子化対策重点推進事業費 15,000 → 33,094

３．おかやま出会い・結婚サポートセンター事業費 112,810 → 112,810

４．ベビーファースト推進事業費 15,360 → 15,360
　　

５.結婚新生活支援事業費 53,300 → 49,100

６．少子化対策に挑戦する市町村バックアップ事業費 7,759 → 9,789

７．岡山いきいき子どもプラン県民意識調査事業費 14,232 → 28,380

８．企業とタイアップした子育て支援検討事業費 11,306 → 11,306

ももっこカードの普及啓発及びアプリの開発・導入に要する経費

新たな少子化対策を行う市町村の支援に要する経費

新婚世帯の新生活のスタートに係るコストを支援する市町村を対象に、市町村の支援
額の一部を補助するための経費

次期岡山いきいき子どもプラン策定のための県民意識調査の実施に要する経費

おかやま縁むすびネットの運用及びおかやま出会い・結婚サポートセンターの運営
等に要する経費

説　明

市町村が地域少子化対策重点推進交付金により実施する事業に対する補助

ももっこカードの利用促進や子育てイベントの開催、子育て応援宣言企業の取組向
上等により子育て支援を推進するための経費

県内企業の子育て支援に関する調査及び企業経営者等の従業員への子育て支援
気運の醸成を図るための座談会等の実施に要する経費

   （　　　　）は一般財源



令和５年度２月補正予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 3,323,283 ） （ 181,333 ） （ 181,333 ）

3,650,830 153,823 153,823

１．地域子ども・子育て支援事業費 2,701,959 → 2,959,915

２．第３子以降保育料無償化事業費 361,998 → 389,998

３．保育対策総合支援事業費 37,044 → 63,605

４．保育士修学資金貸付等事業費 55,385 → 57,734

５．放課後児童クラブ整備費 86,633 → 50,298
放課後児童クラブの整備費の一部を補助する経費

６．新型コロナ感染拡大防止対策支援事業費等 173,538 → 48,830
　　

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 44,512 ） （ △ 16,746 ） △ 16,746

169,837 △ 33,492 △ 33,492

１．新型コロナウイルス感染拡大防止対策事業費 26,356 → 4,684

２．ファミリーホーム体制強化事業費 24,320 → 12,500

指定保育士養成施設の学生に対する修学資金等の貸付けに要する経費

説　明

児童養護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止を支援するための経費

保育士の負担軽減や保育体制の整備等に取り組む市町村の支援に要する経費

国制度を超えて保育料の無償化又は軽減の拡大に取り組む市町村に対し、必要な
経費の一部を補助する経費

市町村が子ども・子育て支援事業計画に沿って実施する事業の一部を補助する経費

ケアニーズの高い子どもの支援等に対応する補助員の追加配置等に要する経費

説　明

新型コロナウイルス感染症影響下においても、放課後児童健全育成事業等を継続的
に実施していくために必要な経費を補助する経費等

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 児童相談所事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 72,744 ） （ △ 11,185 ） （ △ 11,185 ）

200,174 △ 81,757 △ 81,757

１．子どもの権利擁護推進事業費 5,065 → 2,140
　　

２．子育て家庭支援基盤整備事業費 108,202 → 29,370
　　

分　類 事　項　名 ひとり親家庭等福祉対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 129,710 ） （ 1,181 ） （ 1,181 ）

214,773 7,241 7,241

１．ひとり親家庭等医療費公費負担事業費 107,437 → 108,618

２．子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分） 52,718 → 58,728

３．子育て世帯生活支援特別給付金 0 → 50
（ひとり親世帯以外分）

分　類 事　項　名 入所施設児童福祉対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 5,523 ） （ 0 ） （ 0 ）

5,672 1,000 1,000

市町村が実施する妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的相談を行う機能を有する
機関の整備や、支援を必要とする家族の支援事業（訪問支援等）に対して補助する
経費

説　明

説　明

説　明

児童福祉施設の入所児童の健全な育成及び福祉の充実向上を図るために必要な生
活訓練、高校入学支度金等に要する経費

低所得のひとり親世帯に対する特別給付金の支給に要する経費

低所得のひとり親世帯に対する特別給付金の支給に要する経費

ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、市町村が行うひとり親家庭等医療費給付
事業に対して補助する経費

子どもの権利擁護の体制整備に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域生活支援事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 474,110 ） （ 11,760 ） （ 11,760 ）

556,196 17,260 17,260

１．専門的相談支援事業費 47,911 → 47,911

２．重度障害者在宅就労促進特別事業費 3,206 → 3,206

３．生活訓練等事業費 4,424 → 4,424

４．社会参加促進事業費 29,751 → 29,751

５．市町村地域生活支援事業費 432,878 → 450,138

分　類 事　項　名 心身障害者扶養共済制度事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 124,381 ） （ 1,144 ） （ 1,144 ）

416,462 14,341 14,341

１．心身障害者扶養共済制度費 225,987 → 239,184

２．特別加算金 58,023 → 59,167

心身障害のある人の生活安定を図るため、県が実施する心身障害者扶養共済制度
の運営に要する経費

説　明

重度障害のある人に対して給付する特別加算金に要する経費

障害のある人（子ども）が自立した日常・社会生活を営むことができるよう、地域特性
や利用者の状況に応じた事業を実施する市町村に対する経費補助

就業や日常生活、社会生活上の支援を行う「障害者就業・生活支援センター」、発達
障害のある人（子ども）に対して相談・助言等総合的な支援を行う「発達障害者支援
センター」の設置・運営に要する経費

説　明

在宅の重度障害のある人に対し、情報機器やインターネットの活用に係る指導訓練
等を行うとともに、情報機器を用いた在宅就労を支援するための経費

障害のある人等の生活の質の向上を図るため、日常生活において必要な訓練・指導
等を行う経費

障害のある人の社会参加を促進するため、スポーツ・文化活動等の各種事業を行う
経費

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 在宅身体障害者福祉推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 5,830 ） （ 0 ） （ 0 ）

14,395 249 249

１．岡山県難聴児補聴器交付事業費 1,216 → 1,465

分　類 事　項　名 心身障害者医療費特別措置費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 371,059 ） （ 12,947 ） （ 12,947 ）

371,059 12,947 12,947

分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 57,284 ） （ △ 10,275 ） （ △ 10,275 ）

773,259 △ 28,689 △ 28,689

１．発達障害者支援推進費等 31,397 → 31,397

２．重症心身障害児（者）と家族の安心 26,618 → 24,618
生活サポート事業費

発達障害児（者）の乳幼児期から成人期までのライフステージに応じた切れ目のない
支援等に要する経費

障害者総合支援法による補聴器交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児の補聴
器、補聴援助システムの購入に要する費用助成

医療的ケア児等とその家族が安心して生活するために、地域バランスのとれたレスパ
イトサービス環境の整備・充実を総合的に促進する経費

説　明

説　明

説　明

市町村が実施する心身障害者医療費公費負担制度の実施による医療費
公費負担額の助成に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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３．だれもが輝く岡山スマイルプロジェクト事業費 13,015 → 13,015

４．障害者福祉サービス事業所等に対する 36,452 → 9,763
サービス継続支援事業費

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

104,789 158,204 158,204

障害者福祉施設等整備費補助事業費

分　類 事　項　名 障害者社会参加等対策費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 19,404 ） （ 0 ） （ 0 ）

46,868 △ 7,077 △ 7,077

１．障害者スポーツ普及事業費 29,820 → 25,643

２．障害児（者）自立・社会参加促進事業費 6,027 → 3,127

感染者が発生した施設等が、必要なサービス等を継続して提供できるよう、かかり増
し経費等の支援を行う経費

障害のある人のスポーツ文化の普及・向上と社会参加の推進を図るため、全国障害
者スポーツ大会及び地区予選会への選手団の派遣、専門的な知識と技能を身につ
けた指導員の養成に要する経費

説　明 障害のある人の援護のため、社会福祉法人等が行う施設・設備整備事業に対する補
助

説　明

障害のある人の自立と社会参加の促進を図り、もって障害のある人の福祉増進に資
するための事業を行う団体へ助成するための経費

障害のある人の農業分野における就労支援等を促すための農福連携事業に要する
経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域医療介護総合確保事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 766,775 ） （ △ 263,458 ） （ △ 263,458 ）

5,111,774 △ 1,758,338 △ 1,758,338

１．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 2,300,462 → 1,416,872

２．岡山県地域医療介護総合確保事業費（介護分）

1,317,573 → 1,268,590
1,493,739 → 667,974

分　類 事　項　名 老人福祉施設整備費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

120,585 △ 91,997 △ 91,997

分　類 事　項　名 軽費老人ホーム運営費補助金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 589,667 ） （ △ 52,096 ） （ △ 52,096 ）

589,667 △ 52,096 △ 52,096

(1)介護施設等の整備

説　明

老人福祉施設の防災・減災対策等を推進するための施設整備に対する補助に要す
る経費

低所得老人の軽費老人ホーム利用を容易にするため、軽費老人ホームの運営費補
助に要する経費

岡山県医療介護総合確保基金への積立てに要する経費

(2)介護従事者の確保

説　明

説　明

岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護分）

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 地域包括ケア体制推進総合事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

51,105 △ 13,227 △ 13,227

１．地域包括ケアシステム市町村支援事業費 48,710 → 35,483

分　類 事　項　名 介護保険施行事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 6,116 ） （ 240,212 ） （ 240,212 ）

1,686,090 733,540 733,540

１．介護ロボット・ICT導入事業費 0 → 32,263

２．介護サービス事業所等のサービス提供体制 0 → 701,277
確保事業費

分　類 事　項　名 老人福祉事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
一　般 （ 32,047 ） （ 0 ） （ 0 ）

98,338 0 0

１．岡山県高齢者在宅生活支援事業費 27,694 → 27,694

既定予算額 補正協議額 補正予算額
事業費計 （ 6,940,121 ） （ 20,524 ） （ 20,524 ）

15,470,518 △ 831,644 △ 831,644
一般行政 既定予算額 補正協議額 補正予算額

経費 （ 7,653,557 ） （ 20,978 ） （ 20,978 ）
分類計 16,288,016 △ 813,768 △ 813,768

一般会計 既定予算額 補正協議額 補正予算額
（ 115,896,206 ） （ 436,401 ） （ 436,401 ）

計 126,705,120 1,958,467 1,958,467

介護サービス事業所等が行う介護ロボット・ICT等導入への支援に要する経費

介護サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症対応で生じたかかり増し経
費の支援に要する経費

高齢者の居宅における日常生活を容易にし、介護者の負担を軽減するため、高齢者
住宅改造助成事業を行う市町村に対する補助

説　明

説　明

介護予防の取組を加速させるため、普及啓発やアドバイザー派遣、事業評価・分析
等の総合的な市町村支援を実施するための経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 保険者業務費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

61,360 △ 3,915 △ 3,915

分　類 事　項　名 保険給付費等交付金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

139,127,673 △ 254,283 △ 254,283

１．保険給付費等交付金（普通交付金） 136,249,521 →

２．保険給付費等交付金（特別交付金） 2,878,152 → 2,623,869

療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用について、市町村
に交付するための経費

市町村が行った保険給付に要した費用の全額を交付するもの

国民健康保険の保険者業務を行う職員の給与費及び国民健康保険運営協議会の
開催に要する経費等事務費

説　明 市町村の財政状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため市町村へ交付する
もの

136,249,521

説　明

（岡山県国民健康保険事業特別会計）

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 社会保険診療報酬支払基金等納付金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

31,251,874 △ 249,479 △ 249,479

１．後期高齢者支援金 23,194,025 → 22,943,886

２．前期高齢者納付金 38,011 → 56,156

３．介護納付金 7,516,260 → 7,516,260

４．病床転換支援金 72 → 36

５．共同事業拠出金 503,506 → 486,057

分　類 事　項　名 国保ヘルスアップ支援事業費

既定予算額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

89,852 △ 14,378 △ 14,378

高齢者の医療の確保に関する法律等に基づき、後期高齢者支援金、介護納付金等の社
会保険診療報酬支払基金等への支払いに要する経費

県が市町村国保の共同保険者として広域的に行うことが望ましい医療費適正化に向
けた保健事業等を実施するための経費

著しく高額な医療費が国民健康保険財政に与える影響を緩和するため実施する、特
別高額医療費共同事業の拠出金を国民健康保険中央会に支払うもの

説　明

都道府県が実施する病床転換支援事業について、保険者が負担する費用を社会保
険診療報酬支払基金に支払うもの

保険者間の負担の不均衡の是正を図るため、社会保険診療報酬支払基金に支払う
納付金

後期高齢者医療制度を支える財源として、社会保険診療報酬支払基金に支払う支援
金

介護保険の第2号被保険者が負担する費用について、社会保険診療報酬支払基金
に支払う納付金

   （　　　　）は一般財源
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分　類 事　項　名 国庫支出金等返納金

既定予算額 補正協議額 補正予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

2,694,736 △ 1,539,077 △ 1,539,077

１．療養給付費等負担金償還金 2,636,296 → 1,078,814

２．療養給付費等交付金償還金 182 → 4,803

３．特定健康診査等負担金償還金 14,277 → 11,210

４．一般会計繰出金 14,277 → 11,210

５．特別調整交付金償還金 1,000 → 10,810

６．高額医療費負担金償還金 22,000 → 0

７．保険者努力支援制度交付金償還金 2,000 → 34,108

岡山県国民健康 既定予算額 補正協議額 補正予算額
保険事業特別会計 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

計 173,559,762 △ 2,061,132 △ 2,061,132
特別会計 既定予算額 補正協議額 補正予算額

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）
計 173,664,271 △ 2,061,132 △ 2,061,132

既定予算額 補正協議額 補正予算額
合　計 （ 115,896,206 ） （ 436,401 ） （ 436,401 ）

300,369,391 △ 102,665 △ 102,665

説　明

保険給付費等交付金（特別交付金・保健事業負担金分）の精算に伴う、一般会計へ
の繰出しに要する経費

療養給付費等交付金の精算に伴う、社会保険診療報酬支払基金への償還に要する
経費

療養給付費等負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

療養給付費等負担金等の精算に伴う、国等への償還に要する経費

特定健康診査・保健指導負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

保険者努力支援制度交付金（事業者分）の精算に伴う、国への償還に要する経費

特別調整交付金の精算に伴う、国への償還に要する経費

高額医療費負担金の精算に伴う、国への償還に要する経費

   （　　　　）は一般財源


